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総務省取りまとめによる「各種電波利用機器の電波が植込み型医療機器へ 
及ぼす影響を防止するための指針」（平成 26 年度版）の送付について 

 
今般、厚生労働省医薬食品局安全対策課より、「各種電波利用機器の電波が植

込み型医療機器へ及ぼす影響を防止するための指針」（平成 26 年度版）につい

て、別添のとおり本会宛て連絡がありました。今年度の改正の概要は下記のと

おりです。つきましては、貴会管下会員へのご周知方よろしくお願い致します。 

なお、当該指針は総務省ホームページ

（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02kiban16_03000216.html）か

ら入手可能となっております。 

 
記 
 

「各種電波利用機器の電波が植込み型医療機器へ及ぼす影響を防止するため

の指針」は、携帯電話等のペースメーカ等への影響について総務省が調査した

結果をまとめたものである。平成 12 年度から、年度ごとに調査対象の電波源を

変えて実施されている。今年度の改正は以下の新旧対照表のとおりである。 
 
 

「各種電波利用機器の電波が植込み型医療機器へ及ぼす影響を防止するための指針」 
新旧対照表 

 
頁 改訂後 改定前 
１ 平成２６年５月  

総  務  省 
 
平成２５年１２月  
総  務  省 

３  平成２４年７月２５日以降サービスが行わ

れている方式の携帯電話端末（スマートフォン

等の無線ＬＡＮを内蔵した携帯電話端末を含

む。）による植込み型医療機器への影響を調査

した結果、一部の植込み型医療機器について、

携帯電話から最長で３ｃｍ程度の離隔距離で

 平成２４年７月２５日以降サービスが行わ

れている方式の携帯電話端末による植込み型

医療機器への影響を調査した結果、一部の植込

み型医療機器について、携帯電話から最長で３ 
ｃｍ程度の離隔距離で影響を受けることがあ

ったことから、以下の通り取り扱うことが適切



影響を受けることがあったことから、以下の通

り取り扱うことが適切である。 
である。 

９ １５ 「電波の医療機器等への影響に関する調

査研究報告書」（平成２５年３月）  
調査時期：平成２４年度  
調査対象とした電波利用機器：携帯電話端末

（ＬＴＥ方式）  
  
１６ 「電波の医療機器等への影響に関する調

査研究報告書」（平成２６年３月）  
調査時期：平成２５年度  
調査対象とした電波利用機器：複数電波を同時

に発射する機器（スマートフォン等） 
  
※ ２～１３、１５、１６に関しては、総務省

電波利用ホームページ上（以下のＵＲＬ参照）

で年度ごとの調査結果を公開している。  
ＵＲＬ：  
http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/seitai/c
his/index.htm 
 

１５ 「電波の医療機器等への影響に関する調

査研究報告書」（平成２５年３月）  
調査時期：平成２４年度  
調査対象とした電波利用機器：携帯電話端末

（ＬＴＥ方式）  
  
  
  
  
  
  
 
※ ２～１３、１５に関しては、総務省電波利

用ホームページ上（以下のＵＲＬ参照）で年度

ごとの調査結果を公開している。  
ＵＲＬ：  
http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/seitai/c
his/index.htm 
 

10 LTE（800MHz、1.7GHz、
2GHz） 

H24 年度 

複数電波を同時発射する機

器［W-CDMA（800MHz、
1.5GHz、1.7GHz、2GHz）
と無線 LAN（IEEE802.11n
（2.4GHz、5GHz））］の組

合せ 

H25 年度 

PHS（1.9GHz）  H7～8 年度  
H12～13 年

度 
 

LTE（800MHz、1.7GHz、
2GHz） 

H24 年度 

PHS（1.9GHz） H7～8 年度  
H12～13 年度  

 

11 IEEE802.11a（5GHz） H15 年度 
複数電波を同時発射する機

器［W-CDMA（800MHz、
1.5GHz、1.7GHz、2GHz）
と無線 LAN（IEEE802.11n
（2.4GHz、5GHz））］の組

合せ（*再掲）  

H25 年度 

 

 

IEEE802.11a（5GHz） H15 年度 

下線部分が変更箇所となっています。 



公益社団法人日本医師会御中

総務省取りまとめによる「各種電波利用機器の電波が植込み型医療機器ヘ

及ぽす影響を防止するための指針」(平成26年度版)の送付にっいて

今般、総務省により「各種電波利用機器の電波が植込み型医療機器ヘ及ぼす影響

を防止するための指針」(平成26年度版)(平成26年5月23日付け総基環第95

号総務省総合通信基盤局電波部電波環境課長通知)が取りまとめられてぃます。本

指針の写し(別添)を送付しますので、関係者ヘの周知方よろしくぉ願いします。

なお、本指金十については、総務省のホームページからも入手可能であることを申
し添えます。

平成 26年6月4日

厚生労働省医薬食品局安全対策課

(参考)平成25年度電波の医療機器等ヘの影響に関する調査結果及び当該結果に基づく「各

種電波利用機器の電波が植込み型医療機器ヘ及ぽす影響を防止するための指針」

の改訂

URL http://WWW.soumu.go.jp/menu news/S・news/02kiban16、 03000216.html
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各種電波禾1」用機器の電波力説直込み型医療機器ヘ及ぼす影響を防止するため
の指針

近年、携帯哉舌をはじめとする様々な無線システムが日常生活の中で重要な役害蜷果
たすようになっており、電波を発射する機器が身近なところで禾1朔される機会が増大し

ています。このような電波を発射する機器(ここでは「電波利用機器」といいます。

には、携帯電話端末のほかに、 PHS端末、ワイヤレスカード(ヲ乍櫛虫IC力ード)シ

ステム、電子商品監視装置(EAS機器)、 RFID概&(電子タグの読み取り機、
無線LAN機器などが含まれますが、これらと電支{i・電子機器が近接すると、電波利用

機器から発射される電波により電気・電子機器に誤動作等の影響が発生する場合があり

ます。

電気・電子機器の中でも、体内に植え込んで使用する心臓ペースメーカ等の植込み卵'

医療機器については、電波禾11用機器からの電波により誤動作力溌生した場合に健康に悪
影響が生じる可能陛があることから、電波利用機器の利用者、れ苛△み型医療機器の装着
者、双方の機器の重野告者等が影響の発生・防止に関する「青報を共有し、影響の防止に努
めていくことが重要です。

市苗△み型医療機器ヘの影響の発生・防止に関するt誹&としては、平成9年に不要電波
問題対策協議会(戦繊頚貪者、関係省'庁、関係業界団体等力喝構成現在の電波環境協

議会。事務局:(ーネガ電波産業会。)により、医療機関の医療電女謎幾器をも対象とし
た「医用電剣幾器ヘの電波の影響を防止するための携帯電話端末等の使用に関する指

針」が策定されています。総務省'では、その後、新たな方式による携帯電話端末が使用
されるようになったこと、新たな電波禾1」用機器の利用が拡大してきたことなどを踏まえ、
各種の電波禾11用機器から発射される電波が植込み型医療機器ヘ及ぼナ影響について調査

を実施し、その結果を公表してきましたが、平成17年8月、平成16年度までに実施

した調査の結果を基に、各種電波禾1」用機器の電波が櫨△み型医宗幾器ヘ及ぽす影響を防

止するための指針として取りまとめを行いました。なお、当該キ詮÷は、平成17年度以

降も実施している調査の結果を踏まえ、必要に応じて見直しを行っています。

平成26年5月

総務省

調査に当たっては、関係、団体等の協力を得て、調査時点において市場に出回っている

代表的な機種を網羅するように調査対象を選定しましたが、市場に出回っている全ての

機種を調査対象としたわけではなく、調査後に新たな機種が市場に出されることなども

あります。また、専門家により妥当と認められる方法により二數を行っていますが、あ
らゆる環境剣牛等を考慮しているわけではありません。このため、チ旨針の活用に当たっ
ては、このような点を1分に考慮する必要があります。

総務省では、安全で安心な電波禾lj用環境の劃肩・維持のため、今後必要に応じてこの



キ識+の見直しを行っていきます。電波禾1」用機器の利用者弌稙込み型医療機器の装着者は、

このキ識十やその他の有益な情報を参考にして影響の防止に努めることが重要です。また、
電波禾1朔機器尺晰苗_入み型医側幾器の製造者等は、必要以上に強い電波を発射しなし寸繼&

の開発・製造や電波の影響を排除するミ助の高し畔緜&の開発・製告などにより影響の防
止に努めることが重要です。さらに、関評、者は、影響の防止のために有益な情報の周知
などを行い、↑青報の共有に努めることが重要です。
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1 携帯電話端末の電波力沫苗△み型医療機器ヘ及ぽす影響を防止するための指針

平成24年7月25日以降サービスが行われている方式の携帯電話端末(スマート
フォン等のゑ懇LANを内蔵した携帯翫舌端末を含む。)による植込み弗'医掬幾器ヘの

影響を調査した結果、一音"の植込み升望医療機器について、携帯電話から最長で3Cm程

度の離隔距離で影響を受けることがあったことから、以下の通り取り扱うことが適切で

ある。

なお、 PHS端末については、影響を受けた市茜△み升望医療機器はなかったが、携帯電

話端末と外見上容易に鴎11がつきにくいため、 PHS端末の所持者は、必要に応じて植

込み型医療機器の装着者に酉礁することが望ましい。

ア植込み弗"医療機器の装着者は、携帯翫散諾末の使用及て騰行に当たっては、櫨入み

型医療機器の電磁耐性(EMC)に関する国略親格(1S014117割を踏まえ、

携帯翫舌端末を植込み型医掬繼&の装着韶立から15Cm程度以上離すこと。

また、混ホ唯した場所では、付近で携帯翫舌端末力斗吏用されている可脂生があるため、

注意を払うこと。

イ携帯電話端末の所持者は、楢△み卵'医掬幾器の装着者と近接した状態となる可能陛
がある場所では、携帯電話端末と植込み弗'医劉幾器の装着韶立との距離力ゞ15Cm程
度以下になることがないよう注意を払うこと。なお、身動きが自由に取れない状況下
等、 15Cm程度の剛覇距離力靴保できないおそれがある場合には、事前に携帯電話
端末が電波を発射しない状態に切り替えるなどの対処をすることが望ましい。

2 携帯電話用小電カレピータ(CDMA2000方式(CDMA2000 IX及び
CDMA2000 IXEV-D0方式を含む)の電波力読直込み型医療機器ヘ及ぼす

影響を防止するための指針

安全嬬艾の設置囲も考慮すると、特別の注意ほ必要としない。

注:安全施設の設置:電波法第30条にて、人体防護の観点で電波防護指針を超える恐れがある範囲に

はカバーをつける等、人カミ容易に立ち入れないように措圖泌要

3 ワイヤレスカード(ヲF櫛虫IC力ード)システムの電波力豺直込み型医療機器ヘ及

ぼす影響を防止するための指針囲

ア心臓ペースメーカ装着者は、ワイヤレスカードシステムのりーダライタ部(アンテ

ナ音のから心臓ペースメーカの装着音畔立を12Cm程度以上籬すこと。

イ除細動暑譲着者は、日常生活において特別にワイヤレスカードシステムを意識する

必要はないが、除細動暑呈装着音剛立をワイヤレスカードシステムのりーダライタ部(ア
ンテナ音ゆに密着させること1コ避けるべきである。

ウワイヤレスカードシステムの製造業者*等は、リーダライタ部(アンテナ音のを明確
に認識できるよう表示等を工夫することが影響防止に有効である。また、断続磁界

モードは、影響が大きくなるので、できる限り連続磁界モードを利用することが影響

防止には有亥力である。
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注 本指金÷の対象としているワイヤレスカード(ヲE識虫IC力ード)システムとは、外部の読み取り装
置(リーダライタ部)とこれが劉言する弱い電波を利用してデータを送受イ言するIC力ードからなる
もので、各種交通櫛剰や入退出管理等で用いられている。

4 電子商品監視装置(EAS機ヨ&)の電波が榔△み型医療機器ヘ及ぽす影響を防止
するための指針囲

ア植込み型医掬幾器の装着者は、 EAS機器が設置されている場所及びEASステッ

カ(下図)が貼付されている場所では、立ち止まらず通路の中央をまっすぐに通過す
ること。

イ市莇△み型医療機器の装着者は、 EAS機Ξ&の周囲に留まらず、また、寄りかかった
りしないこと。

ウ植込み型医劉幾器の装着者は、体調に何ら力X刀変化があると感じた場合は、担当医
師に相談すること。

工植込み汗聖医掬幾器に対するEAS機器の影響を軽減するため、更なる安全性の検討
を関係、団体で行っていくこと。

注:本指針の対象としている電子商品監視装置(EAS機器)とは、感知ラベルやタグを貼り付けた商
品がレジカウンターで精算されずにこの機器のセンサーを通過したときに警報音を発することにより
商品のえ註階出しを防止する機器のことである。

'

※図のEASステッカは、日本万引防止システム協会佃称日本EAS機器協議会)のZ午諾を得て使用
しています。

5 RFID機ヨ&(電子タグの読み取り機の電波力沫齡△み刑土医療機器ヘ及ぼす影響
を防止するための指針姓D

図 EASステッカ

(D ゲートタイプRF ID機ヨ&御)

ア植込み型医療機器の装着者は、
所及びRFIDステッカ(図1

ゲートタイプRFID機器が設置されている場
A))が貼付されている場所では、立ち止まら

4



ずに通路の中央をまっすぐに通過すること。

イ植込み型医療機器の装着者は、ゲートタイプRFID1綴&の周囲に留まらず、

また、寄り力功、つたりしないこと。

ウ植込み型医療機器の装着者は、体'胴に何らかの変化があると感じた場合は、担

当医師に相談すること。

工植込み升聖医療機器に対司、るゲートタイプRFID1繼&の影響を軽減するため、
更なる安全性の検討を関俳、団体で行っていくこと。

(2)据置きタイプRF ID機器御)(高出力型950MHZ帯パッシブタグシステ

ム(注幻に限る。以下(2)において同じ。)

ア植込み升聖医療機器の装着者は、据置きタイプRFID機器が設置されている場

所及びRFIDステッカ(図2)力唄品寸されている場所のΞ戸径lm以内に1才i丘づ

かないこと。

イ植込み卵'医療機器の装着者は、体調に何らかの変化があると感じた場合は、担
当医に相談すること。

ウ植込み升聖医療機器に対する据置きタイプRFID機器の影響を軽減するため、
更なる安全性の検討を関評、団体でイテつていくこと。

(3)ハンディタイプ、据置きタイプ(高出力型950MHZ帯パッシブタグシステム

を除く。以下(3)において同じ。)及びモジュールタイプのRFID機器註の

アハンディタイプRFID機器(図1(B)のステッカカ唄占付されている機器)の

操イ乍者は、ハンディタイプRFIDオ擬&のアンテナ部を市鄭み型医療機器の装着

詔立より22Cm程度以内に近づけないとと。

イ植込み升聖医療機器の装着者は、装着韶立を据置きタイプ及びモジュールタイプ
のRF ID機器(図1(B)のステッカが貼付されている機器)のアンテナ部より

22Cm程度以内に近づけないこと。

ウ植込み型医療機器に対するハンディタイプ、据置きタイプ及びモジュールタイ

プのRFID機器の影響を軽減するため、更なる安全性の検討を関係団体で行っ
ていくこと。
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^

④ゲートタイプRFID機ヨ&用

,

図I RF IDステッカ

図2 据置きタイプRFID1編&(高出力型950MHZ帯パッシブタグシステム)用
ステッカ

注1:ここでは、公,聴,設や商業区域などの・→股環境下で使用されるRFID機器を刻象としており、
工場内など一般人が入ることができない管理区域でのみ使用されるRFID機ヨ&(管理区域専用R

FID機ヨ&)については対象外としている。なお、管理区域専用RFID機器については、(ー

樹日本自動認識システム協会において、・→股環境ヘの流出を防止するため、取扱説明書等に注意
書きをヨ巳載するとともに、管理区域専用RFID機器用ステッカ(図3)を貼イ寸することとされて
いる。

^

⑧その他のタイプのRFID機器

用

.

ーーー、、、

＼

1 1

/
^^¥..^.

＼
亀

ノ

図3 管理区域専用RFID機器用ステッカ

ここでは、 RFID機器をりーダライタa冴獄から次のように分類している。
ゲートタイプ リーダライタがゲート状に設置されるもの

リーダライタを手に持つなど携帯して使用するものハンディタイプ

据置きタイプ リーダライタを据え置いてイ吏用するもの
モジューノレタイプ プリンタ等に内蔵して使用するもの

注2
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"調全

WiMAX方式の無線通信端末によって影響を受けた市遡み型医療機器はなかったた

め、日常生活において榔リに意識する必要はないが、植込み型医療機器凌着詔立をWi

MAX方式の無線通信端末に密着させること1コ避けるべきである。

据置きタイプ

注3 U數的長劉靴の週言が可能な冊帯四50ⅥIZ帯)の電波断lj用するRFID機器

例えぱ、コンテナやパレットなどに貼付したタグの一括読み取り等のアプリケーションに使用さ

れること力惣定される。

※図1及て梱3のRFIDステッカは、(一樹日本自重嬬識システム協会の子騰を得て使用していま

す。

また、図2の据置きタイプRFID機ヨ呈(高出力型950MHZ帯パッシブタグシステム)用ステッ
力は、日本η^氏デン,qスエ業会の散諾を得て使用しています。

据置きタイプ
【高出力型950MHZ帯パッシブタグシステム1

図4 各タイプのRF ID機ヨ&

6 ^懇.LAN機ヨ&の電波力湃高△み型医療機器ヘ及ぽす影響を防止するための対応

7

無線LAN機器によって影響を受けた植込み型医療機器は、11幾種であったことから、
厚生労働省'の協力を得て、医療機関を通じ同機種の利用者全員に対して、市矯鐐吉果に基

づく注意喚起が行われている。

よって、現時点で特段の注意をされていない市苗△み型医療機器の装着者は、無線LA

N機を&に対しては特別の注意は必要としない。
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づりンターK内盆

苔廷業曇ヒ内訊

モジューノレタイプ

7 WiMAX方式の無繍臣イ言端末の電波が植込み型医療機器ヘ及ぽす影響を防止す
るための対応



参考1

本1雛+の作成の基となる調査研究報告書等

「医用電剣幾器ヘの電波の影響を防止するための携帯翫散揣末等の使用に関する
キ哉+」(平成9年3月、不要電波問題対策協議会)

UR L : http://脚W.紅ib. or. jp/'emcc/

調査時期:平成7~8年度

調査対象とした電波利用機器:携帯電話端末、 PHS端末等

「電波の医用機器等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成13年3月)
調査時期:平成12年度

調査対象とした電波利用機器:携帯電話端末及びPHS端末

「電波の医用機器等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成14年3月)
調査時期:平成13年度

調査対象とした電波禾11用機器:携帯電話端末及びPHS端末

「電波の医用機器等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成15年3月)
調査時期:平成14年度

調査対象とした電波利用機器:ワイヤレスカードシステム及びEAS機器

「電波の医用機器等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成16年3月)
調査時期:平成15年度

調査対象とした電波利用機器: EAS機器、゛{懇LANオ繼&及びRFID機器

「電波の医用機器等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成17年3月)
調査時期:平成16年度

調査対象とした電波禾lj用機器:携帯電話端末及びRFID機ヨ&

「電波の医用機器等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成18年3月)
調査時期:平成17年度

調査対象とした電波利用機器:携帯電話端末

「電波の医療機器等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成19年3月)
調査時期:平成18年度

調査対象とした電波利用機器:携帯駐舌端末、 RFID (電子タグ)機器

「電波の医療機器等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成20年3月)
調査時期:平成19年度

調査対象とした電波利用機器:携帯電話端末

「電波の医劉幾器等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成21年3月)
調査時期:平成20年度

調査対象とした電波利用機器:携帯電話用小電カレピータ

「電波の医掬鰐&等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成22年3月)
調査時期:平成21年度

調査対象とした電波利用機器:携帯電話瑞末

「電波の医劉幾器等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成23年3月)
調査時期:平成22年度

調査対象とした電波利用機器:wiMAX方式の無線通信システム端末
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13 「電波の医療機器等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成24年3月)

調査時期:平成23年度

調査対象とした電波利用機器:携帯電話端末

「各種電波利用機器の電波力暁面△み升聖医療機器ヘ及ほヲ、影響を防止するための指

針」の改正案に対する意見募集の結果及て畦識+の改正(平成25年1月24日総
務省報首資料)

14

htt ://WWW. sownuURL

15 「電波の医劉幾器等ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成25年3月)
調査時期:平成24年度

調査対象とした電波利用機器:携帯電話端末(LTE方丸

「電波の医掬繼特ヘの影響に関する調査研究報告書」(平成26年3月)

調査時期:平成25年度

調査対象とした電波利用機器:複数電波を同時に発射する機器(スマートフォン
等)

16

0 /menu_news/S-news/02kiban16_03000145. html

※ 2~13、 15、 16に関しては、総務省'電波禾11用ホームページ上(以下のURL参照)で年度ビと
の調査結果を公,銅している。
URL : htt ://W艸. tel 1玉力IL /γ /ele/ tai/chis/ind ht
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参考2

J

アナログ方式(80OMHZ)

PⅨ(800ⅥIZ)

PDC (1.5GHZ)

WイDMA (800冊)

1

調査対象及ひ調査実榔寺期

WイDMA (2G地)

携帯電話端末及て即HS端末

WイDNIA (1.7GHZ)

WイDMA (HSDPA)(1.7GHZ)

WイDMA (HSUPA)

Cdnaale,/、ΦNIA2000 1×(800ⅧZ)

CDN仏2000 1×//ΦNIA2000 (800ⅥIZ、 2G地)IX EV-1)0

C則A2000 (1XEV-DO Rev.A)(2GHZ)

CD脚000 (1XEV-DO R部.A)(800ⅥIZ帯再編後)

LTE (800ⅥIZ、 1.7G地、 2G地)

(1.7G地、 2GHZ)

ネ夏^を同H誇鵲ナずる1幾器則イ】松(800Ⅵセ、 1.5G11Z、 1.7G1セ、 2GI{Z)
と無観AN (1E醐02.11n (2.鰕セ、 5吐))] 4泌且合せ

PHS (1.9GHZ)

調査実施時期

CⅨ仏2000 1×/'CDMA2000 IX EV-1)0※侶00Ⅵ(Z、 2G地)用

H7~8年度

※IXEV-DO Rev.Aを含む

H7~8年度

H12~13年度

H7~8年度

H12~13年度

近接雪!(13.56ⅧZ)

2 携帯哉舌用小電カレピータ

近イ労型(13.56Ⅷ力

H17年度

H12~13年度

磁女〔方式(20OHZ~14矧Z)

H18年度

3

電波方式(1.8~8.2WIZ、 2.4GHZ)

H19年度

磁気自鳴方式(22~37.5畑力

ワイヤレスカードシステム

H21年度

H12~13年度

音響磁"女L方式(58頗Z)

複合方式(電波力式十蔵翫自鳴方iに)(22~37.5MIZ、 8.2Ⅷ力

H16年度

H19年度

H23年度

ゲートタイプ(135畑Z以下、 50okHZ、 13.56Ⅵ{Z)

H24年度

4 EAS機器

H25年度

H7~8年度

H12~13年度

調査実榔寺期

H20年度

5 RF1Ⅸ幾暑呈

調査実加←時期

HH年度

H14年度

調査実施時期

10

H14~15年度

H14~15年度

H14~15年度

H14~15年度

H14~15年度

調査実加←時期

H15年度



t

0

ハンディタイプ(135k11Z以下、 13.56Ⅵ{Z、 300Ⅵ{Z、 2.4GHZ)

据置きタイプ(135kl{Z以下、 13.56吐、 300ⅥIZ、 2.4GHZ)
モジューノレタイプ(135MIZ以下、 13.56ⅥIZ、 300Ⅵ{Z)

ハンディタイプ(950MHZ)

据置きタイプ(950ⅧZ)

ホ旦i入みタイプ(950MHZ)

正E朋02.11 (2.4GHZ)

正E那02.11b (2.4G地)

正E那02.11g (2. kHZ)

IEE認02. Ha (5GHZ)

お^1該電波を同E寺^さ射ずる^則イ1地侶卯吐、1.脇(Z、1.7吐、 2吐)
と^畷奥.AN (1既802.11n セ.41{Z、脇セ))] d絲且合せぜ再掲)

6 無總'

データカード型(2.5G地)

ノートPC内元奨型(2.5G地)

7 附磁X方式の無線通信システム端末

H15年度

田6年度

H16年度

田8年度

H18年度

H18年度

調査実施時期

H15年度

H15年度

H15年度

H15年度

H25年度

調査実施時期

H22年度

1{22年度

H



参考

「各種電波利用機器の電波が植込み型医療機器ヘ及ぼす影響を防止するための指金+」

新旧対照表
ノ

頁

平成26年5月

ι^

3 平成24年7月25日以降サービスが行われ

ている方式の携帯電話端末(スマートフォン等

務

改訂後

の無線LANを内蔵した携帯電話端末を含む。)

ノ、

による植込み型医療機器ヘの影響を調査した結

果、一部の植込み型医療機器について、携帯電

話から最長で3Cm程度の離隔距離で影響を受

けること力,ξあったことから、以下の通り取り扱

うことが適切である。

9 15 「電波の医療機器等ヘの影響に関する調査

研究報告書」(平成25年3月)

調査時期:平成24年度

調査対象とした電波利用機器:携帯電話端末(L

TE方式)

平成25年1 2月

分

平成24年7月25日以降サービスが行われ

ている方式の携帯電話端末による植込み型医療

機器ヘの影響を調査した結果、一部の植込み型

医療機器につぃて、携帯電話から最長で3Cm

程度の離隔距離で影響を受けることがあったこ

とから、以下の通り取り扱うことが適切である。

務

16

改訂前

査研究報告書」(平成26年3月)

調査時期:平成25年度

省

「電波の医療機器等ヘの影響に関する調

H7~8年度

H12~13年度

調査対象とした電波利用機器:複数電波を同時

に発射する機器(スマートフォン等)

※ 2~ 1 3、 1 5、 1 6に関しては、総務省電
波利用ホームページ上(以下のURL参照)で

年度ごとの調査結果を公開している。

U R L

http ://W冊. te le. soumu. go. jp/'j/'sys/e le/se it

ai/chis/index. htm

15 「電波の医療機器等ヘの影響に関する調査

研究報告書」(平成25年3月)

調査時期:平成24年度

調査対象とした電波利用機器:携帯電話端末(L

TE方式)

10

LTE (80OMHZ、 1.7GHZ、 2GHZ)

複数電波を同時発射する機器
[W-C酬A (80OMHZ、 1.5GHZ、

1.7GHZ、 2GHZ)と無線LAN

(1EEE802.11n (2.4GHZ、 5GHZ))]

の組合せ

※ 2~13、 15に関しては、総務省電波利用

ホームページ上(以下のURL参照)で年度ご

との調査結果を公開している。

U R L

http ://W冊. te le. soumu. go. jp/j/sys/e le/se it

ai/chis/index. htm

PHS (1.9GHZ)

H24年度

H25年度

LTE (80OMHZ、 1.7GHZ、 2GHZ)

PHs a.9GHZ)

H7~8年度

H12~13年

度

H24年度
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IEEE802.11a (5GHZ)

複数電波を同時発射する機器
[W-CDMA (80OMHZ、 1.5GHZ、

1.7GHZ、 2GHZ)と無線LAN

qEEE802.11n (2.4GHZ、 5GHZ))]
の組合せ(*再掲)

H巧年度

H25年度

正EE802.11a (5GHZ)

下線部分が変更箇所となっています。

,

Ⅲ5年度
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